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出典：平成27年国勢調査 日本の将来推計人口（平成22年度、国立社会保障・人口問題研究所）

• つくば市の人口（2016年）は約22.6万人
• 研究学園建設計画の閣議了解後（1965年）、約50年間で、14.7万人増加
• つくば市誕生後（1987年）、約30年間で、6.5万人増加

総人口の推移

出典：統計つくば

１）総人口の推移

（参考）最新の国勢調査結果による人口増加数
• つくば市の人口増加数は、TX沿線市（埼玉県、千葉県、茨城県）で最大

TXと沿線自治体
TX沿線市における2010年～2015年の人口増減数

研究学園建設計画から
50年間で

14.7万人 増加
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• 20年間で、高齢者人口は数、比率とも増加
• 高齢者人口比率（18.1％）は、県全体（26.5％）よりも低いが、少子高齢化は進行

年齢構成別人口の推移

出典：国勢調査（各年10月１日現在）

年齢構成別人口（比率）の推移

出典：国勢調査（各年10月１日現在）

２）年齢構成別人口
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• 市全体の人口構成は、この10年間でも変化
• 研究学園地区、TX沿線地区を含む谷田部地区、桜地区が占める割合は6割を超える

旧町村別の人口構成比の変化

59% 65%

４）旧町村別の人口構成

出典：市民部市民窓口課

• この10年間では、つくばエクスプレス沿線地区を含む谷田部地区で、約25,000人増加
• 筑波地区、茎崎地区は減少

３）旧町村別の人口動向

出典：市民部市民窓口課

約2,300人
減少

約25,000人
増加

約600人
減少

旧町村別の人口動向（2006-2015）
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• 旧町村別に、人口構成が大きく異なる

出典：市民部市民窓口課

旧町村別の人口ピラミッド（平成28 年）

５）旧町村別の人口年齢構成
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６）区域区分別の人口

• 市街化区域の人口は、40年で約111,000人増加
• 市街化区域と市街化調整区域の人口比は、2000年代中ごろから逆転

区域区分別人口の推移

出典：都市計画基礎調査（1975年～2010年値）、国勢調査（2015年値）

＜市街化区域＞
約111,000人増加

＜市街化調整区域＞
約27,000人増加

区域区分図

〈市街化区域人口〉 〈市街化調整区域人口〉>

研究学園地区内の人口推移

• 研究学園地区の人口は、50年で大きく増加
• 近年伸びが鈍化しており、2010年から2015年にかけては、初めて減少傾向に転じる

７）研究学園地区の人口

出典：≪～平成２年≫茨城県「研究学園都市」、
≪平成７年～≫「統計つくば」をもとに作成（各年10月１日時点）

研究学園地区の範囲
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• TX沿線地区は、約10年で約18,000人増加
• 近年は年間2,000～3,000人ペースで人口定着

８）TX沿線地区の人口

出典：「行政区域別人口統計」をもとに作成（各年１月１日時点）

TX沿線地区の人口の推移
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• 研究学園地区内は、大部分が人口集中地区（ DID ）となっている
＊人口集中地区（DID）：市街化を表す指標で人口密度40人/ha以上の連続するエリア

人口集中地区（DID）の変遷図

2010年

1990年

面積 ：1,460ha

面積 ：1,690ha

９）DID地区の変遷

2000年

面積 ：1,650ha

2015年

面積 ：1,665ha

1980年

面積 ：350ha

2005年

面積 ：1,560ha

出典：≪1980年≫国土数値情報「人口集中地区データ」、
≪1990～2010年≫都市計画基礎調査、
≪2015年≫総務省統計局「国勢調査人口集中地区（DID)境界データ」をもとに作成
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• 2015年時点では、市街化区域は24.6人／ha、市街化調整区域は4.1人／ha
• 1975年～2015年の40年間で、市街化区域の人口密度は大きく変化

人口集中地区（DID）、区域区分別の人口密度の推移

10）区域区分別の人口密度

出典：国土数値情報（1975年～1985年）、都市計画基礎調査（1990年～2010年）、平成27年国勢調査人口集中地区境界データ（2015年）
（参考）市街化調整区域・の値は、国土数値情報を基にGISを用いて算出

（参考）人口密度の変化（2000～2015年）
• つくば駅周辺、研究学園駅周辺で特に人口密度が増加している。

2000年 2010年 2015年

出典：国勢調査
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11）将来人口の予測

• ３統計ともに、2035年頃までは人口増加、2035年以降に減少傾向に転ずる見込み。

日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

平成30年３月

人口
「国勢調査」による平成 27（2015）年 10 月 1 日現在、

市区町村別、男女・年齢（5 歳階級）別人口（外国人を含む総人口）

生残率
「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）から得られる全国の男

女・年齢別生残率を利用。

出生数 子ども女性比および 0-4 歳性比の仮定値によって推計

コーホート要因法

5 歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート要因法を用いた。

(1)基準人口、(2)将来の生残率、(3)将来の純移動率、(4)将来の子ども女性比、(5)将来の 0-4 歳

性比 を使用し推計。

（市区町村別の出生率は年による変動が大きいことから、子ども女性比および 0-4 歳性比の仮定

値によって推計した。）

公表日

基礎

データ

方法

＜推計方法＞
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238,440 

249,388 

255,954 
258,489 256,624 

250,242 

243,632 

236,753 

229,472 

150,000

200,000

250,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研 つくば市未来構想 つくば市人口ビジョン

（人）
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人口ビジョン

平成27年10月

人口

生残率

出生数

コーホート要因法

未来構想に準拠（以下の点を除く）

・TX沿線地区は，計画人口に達した後は微減になるよう補正

・TX沿線地区以外は，国の長期ビジョンにあわせて合計特殊出生率を設定

 －2030年までに1.8を達成

 －2040年までに2.1を達成

 －未来構想時点で国の長期ビジョンより高い場合はそのまま推移するものとし，長期ビジョン

の値の方が高くなった時点で長期ビジョンの出生率を採用

未来構想に準拠

方法

公表日

基礎

データ

つくば市未来構想

平成27年３月

人口 住民基本台帳（外国人登録含む）による各年10月１日時点のデータ

生残率
「１－死亡率＝生残率」で算出。死亡率には，厚生労働省が公表している簡易生命表を使用（平

成24年）。

出生数 茨城県の人口動態統計より母の年齢５歳別男女別出生数を使用

コーホート要因法

① 旧６町村地区（筑波，大穂，豊里，桜，谷田部，茎崎）※以下の②③地区を除く

  ・コーホート要因法により推計。

② ＴＸ沿線開発地区

  ・それぞれの開発エリアの計画人口に対し，定着率70%（中位）で推計。

③ 研究学園地区（筑波研究学園都市建設法第２条第３項で規定）

 研究学園地区を，以下の２地区に分けて推計。

 (A) 公務員宿舎削減や再開発等の影響を加味した地区を除いた地区

  ・コーホート要因法により推計。

 (B) 公務員宿舎削減や再開発等の影響を加味した地区

  ・公務員宿舎削減による人口減及び公務員宿舎跡地開発等を加味した目標人口に対し，人口

定着率を70%（中位）で推計。

公表日

基礎

データ

方法
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34,213 34,030 30,996 28,570 28,701 

147,869 155,707 162,558 168,102 166,541 

40,679 
46,150 49,574 52,828 56,468 

222,761 
235,887 243,128 249,500 251,710 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成27年

（2015）

32年

（2020）

37年

（2025）

42年

（2030）

47年

（2035）

年少人口( 0～14歳) 生産年齢人口(15～64 歳) 高齢人口（65歳～）（人）

1,894 1,003 2,223 1,770 2,624 2,273 2,818 2,394 4,468 2,847 2,645 1,360 

12,999 
10,267 4,542 6,787 

10,860 
6,325 

9,496 9,012 
10,295 10,442 

13,685 
13,007 

20,457 
15,996 13,298 

9,643 

55,363 

49,820 

14,415 

52,296 

6,105 

5,131 
3,476 3,930 3,685 4,382 

4,884 5,368 

8,172 

8,708 
8,122 

6,876 

5,282 
15,958 

953 

6,115 

18,859 

12,459 

15,195 
14,712 16,604 17,097 

21,387 20,769 

33,097 

27,551 
24,065 

17,879 

73,644 
76,045 

19,910 

65,198 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

平成

27年

（2015）

47年

（2035）

筑波地区 大穂地区 豊里地区 桜地区 谷田部地区 茎崎地区 研究学園地区 ＴＸ沿線地区

年少人口( 0～14歳) 生産年齢人口(15～64 歳) 高齢人口（65歳～）
（人）

つくば市未来構想における将来人口の予測（2015～2035年）

<総人口>
約29,000人増加

<高齢人口>
約16,000人増加

<生産年齢人口>
約19,000人増加

<年少人口>
約5,500人減少

• 市全体の人口は、引き続き増加し、2035年がピーク
• 一方で、生産年齢人口は増加、年少人口は減少し、高齢化率がさらに上昇

12）年齢構成別の将来人口の予測

13）地区別の将来人口の予測

つくば市未来構想における地区別の将来人口の予測

• 地区別の人口数、年齢構成は大きく変化
• 今後も地区間の差が大きくなる可能性が高い

高齢人口の減少
若年人口の減少

高齢人口の増加
若年人口の減少

高齢人口の減少
若年人口の減少

高齢人口の増加
若年人口の減少

全年齢階層の増加

出典：「つくば市未来構想策定時の資料」をもとに作成
（2015年の数値を含め、未来構想策定時の推計値です）

出典：「つくば市未来構想策定時の資料」をもとに作成
（2015年の数値を含め、未来構想策定時の推計値です）
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14）昼夜間人口 TX沿線自治体の比較
• TX沿線市の昼夜間人口を比較すると、つくば市の昼夜間人口比率は107.6%となっており、

唯一昼間人口が夜間人口を上回る自治体となっています。

出典：平成27年度国勢調査

244,164 

42,572 53,615 

130,524 

374,159 

83,432 
120,735 

301,513 

226,963 

49,136 
64,753 

174,373 

413,954 

86,717 

136,521 

270,783 

107.6 

86.6 

82.8 74.9 

90.4 
96.2 

88.4 

111.3 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

TX沿線市における昼夜間人口

昼間人口 夜間人口 昼夜間人口比率

（人）
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15）昼夜間人口 茨城県全体の比較
• 県全体平均（93.7％）と比較して、つくば市の昼夜間人口比率（107.58％）は高くなって

います。
• また、つくば市周辺においては、土浦市（109.89％）や常総市（104.05％）が高くなって

いる一方、つくばみらい市（86.64％）や牛久市（84.90％）など、つくば市以南の自治体
の昼夜間人口比率が低くなっています。

出典：平成27年度国勢調査
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16）通勤通学流動

出典：平成22、27年度国勢調査

２０１０年

２０１５年
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17）メッシュ人口 人口総数

出典：平成27年度国勢調査
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17）大字別人口 人口総数

出典：平成27年度国勢調査
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18）メッシュ人口 高齢者人口割合

出典：平成27年度国勢調査
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18）大字別人口 高齢者人口割合

出典：平成27年度国勢調査
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19）メッシュ人口 年少人口割合

出典：平成27年度国勢調査
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19）大字別人口 年少人口割合

出典：平成27年度国勢調査
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20）メッシュ人口 生産年齢人口割合

出典：平成27年度国勢調査
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20）大字別人口 生産年齢人口割合

出典：平成27年度国勢調査
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21）メッシュ人口 人口密度

出典：平成27年度国勢調査
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21）大字別人口 人口密度

出典：平成27年度国勢調査
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22）メッシュ人口 世帯数

出典：平成27年度国勢調査
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22）大字別人口 世帯数

出典：平成27年度国勢調査
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23）メッシュ人口 高齢者世帯割合

出典：平成27年度国勢調査
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23）大字別人口 高齢者世帯割合

出典：平成27年度国勢調査
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24）メッシュ人口 人口増減（2000－2015年）

出典：平成27年度国勢調査
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25）メッシュ人口 人口総数推計（2035年）

出典：国土数値情報「500mメッシュ別将来推計人口（H29国政局推計）」をもとに作成
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26）メッシュ人口 人口増減（2015－2035年）

出典：「平成27年度国勢調査」、「国土数値情報「500mメッシュ別将来推計人口（H29国政局推計）」」をもとに作成
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1）用途地域図
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2）土地利用の変化

• 土地利用の変化は1976年と2014年を比較すると、建物用地の割合はおよそ3倍に増加していま
す。

• 特に研究学園地区の建物用地が増加しています。

土地利用の変化（1976～2014年）

2014年

1997年

出典：国土数値情報「土地利用細分メッシュデータ」をもとに作成
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田
5,999
21%

その他の農用地
10,002
34%

森林
6,934
24%

荒地
47
0%

建物用地
2,204
8%

幹線交通用地
113
0%

その他の用地
2,772
9%

河川地及び湖沼
1,069
4%

田
4,769
17%

その他の農用地
5,896
21%

森林
4,609
16%

荒地
1,424
5%

建物用地
7,002
25%

幹線交通用地
2,315
8%

その他の用地
2,120
7%

河川地及び湖沼
272
1%

1976年 2014年

土地利用割合の変化（1976～2014年）

出典：国土数値情報「土地利用細分メッシュデータ」をもとに作成

（単位：ha） （単位：ha）
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• 市街化区域では、建物用地の割合が60%以上まで増加
• 一方、市街化調整区域では、建物用地の割合は増加したが20％弱程度

3）区域区分別の土地利用の変化

出典：国土数値情報（1976年~2009年）、都市計画基礎調査（2016年）

市街化区域の土地利用の推移（比率） 市街化調整区域の土地利用の推移（比率）

4）市街化調整区域内の土地利用の変化
• 市街化調整区域のうち、区域指定（都市計画法第34条第11号、第12号に基づく）での建物用地の

割合が７割程度まで増加
• 区域指定外は増加するも、20％弱程度

区域指定外の土地利用の推移（比率）第34条11、12号区域の土地利用の推移（比率）

出典：国土数値情報

1,108

2,286

3,064

5,475

5,610

5,555

7,831

7,047

7,087

5,150

4,209

4,148

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和51年
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平成9年

（1997）

平成21年
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建物用地 幹線交通用地 田

その他の農用 森林 河川・湖沼

荒地 ゴルフ場 その他の用地
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962

1,165

132

97

75

531

408

295

236

78

64

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和51年

（1976）

平成9年
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平成21年

（2009）

建物用地 幹線交通用地 田
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出典：2016（平成28）年度都市計画基礎調査

758 680 614 575
716

857 902

1,150
1,292

735

625
608

515

513

523
524

669
5541,493

1,305
1,222

1,090

1,229

1,380 1,426

1,819 1,846

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平成18年度

（2006）

19年度

（2007）

20年度

（2008）

21年度

（2009）

22年度

（2010）

23年度

（2011）

24年度

（2012）

25年度

（2013）

26年度

（2014）

（件）

市街化区域 市街化調整区域

新築（住居系）の推移

市街化調整区域内（区域指定別）の新築（住居系）の推移

出典：平成28年度都市計画基礎調査

5）区域区分別の新築（住居系）の推移

• 平成23年以降は増加
• 市街化調整区域内の新築は減少傾向

• 区域指定外の新築件数は、減少傾向

6）市街化調整区域内の新築（住居系）の推移

出典：平成28年度都市計画基礎調査
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57,028
79,294 81,829

154,406
108,106

207,101

151,167

195,761 206,977

190,403
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208,195

275,055
289,262
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328,413

396,508

0
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（㎡）
市街化区域 市街化調整区域

7）区域区分別の開発許可面積の推移

出典：つくば市都市計画部資料

• 開発許可（都市計画法第29条）は、市全体（平成28年度）で約39.6万㎡（約260件）、各年で
ばらつきがあるが、全体的に増加傾向

• 市街化調整区域は、年間20万㎡程度で横ばい

区域区分別の開発許可面積
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• 宅地化率が高いのは、「研究学園地区」及び「上記以外の市街化区域（産業系市街地地区）」
で、約８割が宅地化されている。

• 市街化調整区域は「区域指定12号」で58.9％、「区域指定11号」で57.9％
• 「TX沿線地区」は24.4％

宅地化率の変化

8）区域区分別の宅地化率

出典：「都市計画基礎調査」をもとに作成
（都市的土地利用のうち、住宅用地、併用住宅用地、商業用地、工業
用地、運輸施設用地、公共用地、文教厚生用地を宅地として計算）
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空き家総数、空き家率の推移

10,960
13,860

18,070 16,940

16.3%
15.3%
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30,000
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平成10年
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20年
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25年
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空き家総数 空き家率 (参考）茨城県の空き家率 (参考）全国の空き家率
（戸）

出典：住宅・土地統計調査

（注）住宅・土地統計調査における「空き家」の定義
一戸建の住宅や、アパートのように完全に区画された建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生活を営むこ
とができる住宅において、普段人が居住していない住宅。なお、家庭生活を営むことができないような「廃
屋」は、調査の対象外。

9）「住宅・土地統計調査」による空き家数

• 空き家数（2013年）は約17,000件、空き家率は約16％。
• 15年前（1998年）に比べ、空き家数は約6,000件増加、空き家率は国、茨城県を上回る約16％
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市街化区域
359 件
25%

市街化調整区域
1,080 件

75%

住宅団地
249 件
17%

住宅団地以外
831 件
58%

合計 1,439件

10）「28つくば市空家等実態調査報告書」の概要

空家等総数、空家率の推移

出典：28つくば市空家等実態調査報告書

（注１）空家等実態調査報告書における「空家等」の定義
建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされていない
ことが常態であるもの及びその敷地（特措法における空家等の定義と同じ）

（注２）調査方法
上下水道の閉栓情報及び市に寄せられた空家情報をもとに調査対象を抽出（水道
未整備地区については、すべての住宅を対象）し、外観の目視調査を実施

• つくば市が実施した調査では、市全体の空家等数1,439件
• 市街化区域内に359件（25％）、市街化調整区域内の住宅団地に249件（17％）、住宅団地を

除く市街化調整区域内に831件（58％）

①区域区分別の空家等数
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②地区別の空家等数

地区別の空家等数

239

108

108

178

301
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143

21

0 100 200 300 400

筑波地区

大穂地区

豊里地区

桜地区
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茎崎地区

研究学園地区

TX沿線地区

（件）

4.3%

2.8%

2.6%

3.1%
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2.2%

0.7%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0%

筑波地区

大穂地区

豊里地区

桜地区

谷田部地区

茎崎地区

研究学園地区

TX沿線地区

地区別の空家率

出典：28つくば市空家等実態調査報告書出典：28つくば市空家等実態調査報告書

• 空家等数は、茎崎地区で341件と最多、次いで谷田部地区に301件
• 空家率（戸建て住宅の世帯数に占める割合）は、茎崎地区で4.4％、筑波地区で4.3％と高い
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空家等の分布図

出典：「28つくば市空家等実態調査報告書」をもとに作成
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土地利用分類別面積

出典：都市計画基礎調査

出典：2016（平成28）年度都市計画基礎調査

11）市街化区域内の開発可能地
• 市街化区域内の、開発可能な農地やその他空地が834ha（16％）が存在
• 特に、10haを超える未利用地のほとんどがTX沿線地区内

市街化区域内の農地・未利用地・大規模低利用地の分布

注１：市街化区域内農地については市街化区域内で一団性があり、かつ面積が2ha以上の農地
注２：未利用地については、市街化区域に存在し、一段性があり、かつ面積が、5ha以上の土地
注３：大規模低利用地については1ha以上
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つくば市内の国家公務員宿舎の立地

12）中心市街地の土地利用転換

• 市中心部の国家公務員宿舎の約７割（36.5ha）が、各年5ha程度、 4期にわたり処分

つくば市内国家公務員宿舎売却スケジュール（2018.2更新）

出典：「つくば市内国家公務員宿舎売却スケジュール（2018.2更新）」をもとに作成

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 合計2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
中心市街地 0.0ha 0.0ha 2.0ha 1.0ha 3.5ha 3.4ha 5.4ha 15.3ha

竹園・吾妻東部 0.6ha 0.0ha 1.3ha 0.0ha 0.0ha 0.0ha 0.0ha 1.9ha
並木 1.0ha 4.3ha 1.4ha 0.0ha 1.6ha 3.7ha 0.0ha 12.0ha

松代東部 0.0ha 0.0ha 1.2ha 3.6ha 2.6ha 0.0ha 0.0ha 7.4ha
合計 1.6ha 4.3ha 5.9ha 4.6ha 7.7ha 7.1ha 5.4ha 36.6ha

所在地 面積(㎡) エリア 売却
時期 備考

１ 竹園3-33 5,687

中心市街地
竹園・吾妻
東部エリア

2014
２ 吾妻3-4-1 10,276 2016
３ 吾妻3-19-2 9,446 2016
４ 竹園3-26 5,276 2016
５ 竹園3-27 5,274 2016
６ 竹園3-28 2,427 2016
７ 吾妻1-4-2 12,352 2018
８ 竹園1-13-2 9,741 2017
９ 春日1-11-4 16,651 2018
10 吾妻1-1-1 6,738 2018
11 吾妻2-13-1,6 29,233 2019
12 吾妻2-14 4,397 2019
13 吾妻2-1他 39,479 2020 一部廃止
14 吾妻2-3-2 14,374 2020 一部廃止
15 並木4-7-1 10,463

並木エリア

2014
16 並木4-10 36,461 2015
17 並木3-12 3,980 2015
18 並木3-13 2,291 2015
19 並木2-11 14,288 2016
20 並木4-3-2 15,852 2018
21 並木2-8 36,646 2019 一部廃止
22 松代5-14 12,190 松代東部

エリア

2016
23 松代5-16 36,175 2017
24 松代5-15 25,397 2018

中心市街地エリア 竹園・吾妻東部エリア

並木エリア

松代東部エリア
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13）住宅開発が行われた団地の分布（旧宅団地、開発行為による団地）

出典：2016（平成28）年度都市計画基礎調査
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14）土地利用計画図・地区計画図・用途地域図（TX沿線地区区画整理内）

①葛城地区（研究学園駅）

土地利用計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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用途地域図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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地区計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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土地利用計画図

②島名・福田坪地区（万博記念公園駅）

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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用途地域図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～



2-21

地区計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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③萱丸地区

土地利用計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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用途地域図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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地区計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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④上河原崎・中西地区

土地利用計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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用途地域図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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地区計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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⑤中根・金田台地区

土地利用計画図

出典：茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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用途地域図

出典：国土数値情報より作成
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地区計画図

出典：中根・金田台地区 地区計画計画書
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15）公共施設等の開発動向

筑波東中学校（2017年度跡地）

北条小学校（2018年度跡地予定）

秀峰筑波義務教育学校
（2018年４月開校）

小田小学校（2018年度跡地予定）

みどりの学園義務教育学校（2018年度新設）

学園の森義務教育学校（2018年度新設）

筑波大学アリーナ構想（2020年度新設予定）

西武百貨店筑波店（閉店）

つくば警察署（2020年度新設）

出典：つくば市資料

つくば中央警察署
（2020年度葛城地区に移転）

新設・移転予定地
跡地

高エネルギー加速器研究機構南側の大規模未利用地

旧谷田部庁舎

ڮ
ଅ
৉
ਹ
৷



7.6%

1.4%
59.7%

1.3%
15.2% 14.7%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京ＰＴ調査
（H20）

鉄道 路線バス・都電 自動車 自動二輪車 自転車 徒歩 その他

• 自動車の利用が多く、約６割が自動車移動（平成20 年の東京PT調査）
• 特に周辺部で自動車利用の割合が高く、一方で、つくば駅周辺等の中心部では自転車や徒歩の割

合が高い

出典：つくば市地域公共交通網形成計画

出典：つくば市地域公共交通網形成計画

市内発着トリップの交通手段分担率

市内の発ゾーン別の交通手段分担率

１）交通手段分担率
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２）鉄道利用者数

• 市内の鉄道駅（つくばエクスプレス）の１日平均乗車人員（2016年度）は、約3.2万人で、開
業（2005年8月）以来、増加傾向

つくば市近隣の鉄道網

つくば駅研究学園駅

万博記念公園駅

みどりの駅

牛久駅

土浦駅

荒川沖駅

ひたち野うしく駅

出典：「つくば市地域公共交通網形成計画」をもとに作成
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13,800 
15,800 

18,800 
21,500 22,900 24,300 25,300 

27,000 
28,900 29,000 

30,600 31,900 33,000 

52,565 
49,597 49,211 48,389 47,199 

45,650 44,271 44,585 44,892 43,688 44,397 44,130 44,014 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（人／日）
市内鉄道駅の１日平均乗車人員の推移（2005～2017年度）

ＴＸ市内４駅の合計 ＪＲ常磐線（牛久駅～土浦駅）４駅の合計

出典：「首都圏新都市鉄道（株）から提供された資料」、
JR東日本「各駅の乗車人員（http://www.jreast.co.jp/passenger/）」をもとに作成



３）つくばエクスプレス乗車人員

• TX各駅の定期外利用の年間発着人数の差をみると、秋葉原（+420,519人）、新御徒町
（+463,863人）など東京方面の市町村に多く人口が吸収されています。一方で、つくば市で
は、410,992人が他市町村へと流出しています。

• 一方で、定期利用をみると、秋葉原が-14,482,649人と最も流出が多く、また北千住など東京方
面での駅は流出が多くなっています。一方で、つくば市では+3,190,082人/年となっており、
北千住駅より上りの駅の中では3番目に多い人数となっています。

TX沿線駅別 定期外利用 （着人員ー発人員）

出典：平成26年版都市交通年報

TX沿線駅別 定期利用 （着人員ー発人員）

出典：平成26年版都市交通年報

420,519
463,863

54,625

272,919

389,747

-98,799 -80,372
-60,949

34,783

-65,761
-23,837

-66,594

13,902

-784

-622,865

-40,661 -66,184 -69,786 -42,844

-410,922

-800,000

-600,000

-400,000

-200,000

0

200,000

400,000

600,000

（人/年）

-14,482,649

-3,915,413

-707,490 -460,680

-6,860,658

1,163,910

2,344,770 2,632,200

1,063,350 861,681
470,640

4,474,128

2,532,540

709,802

4,710,507

668,430 463,440 378,060
763,350

3,190,082

-15,000,000

-10,000,000

-5,000,000

0
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つくばエクスプレスにおける定期外利用・定期利用（上り・下り、発着別）

出典：平成26年版都市交通年報

通過
発 着 発 着 下り 上り 発 着 下り

秋葉原 6,914,534 7,335,053 14,482,649

新御徒町 1,473,324 282,615 205,222 1,859,794 6,914,534 7,335,053 3,959,993 44,580 14,482,649

浅草 1,238,558 713,265 719,720 1,299,638 8,105,243 8,989,625 1,026,240 318,750 18,398,062

南千住 345,719 311,652 337,116 644,102 8,630,536 9,569,543 687,210 226,530 19,105,552

北千住 3,821,129 1,448,211 1,400,718 4,163,383 8,664,603 9,876,529 8,008,548 1,147,890 19,566,232

青井 92,015 530,919 625,015 87,312 11,037,521 12,639,194 141,750 1,305,660 26,426,890

六町 154,408 1,033,467 1,109,934 150,503 10,598,617 12,101,491 266,760 2,611,530 25,262,980

八潮 454,052 1,291,547 1,327,455 429,011 9,719,558 11,142,060 723,570 3,355,770 22,918,210

三郷中央 281,355 739,490 752,340 328,988 8,882,063 10,243,616 733,800 1,797,150 20,286,010

南流山 1,789,530 1,638,258 1,712,014 1,797,525 8,423,928 9,820,264 3,341,402 4,203,083 19,222,660

流山セントラルパーク 131,737 221,664 245,493 131,729 8,575,200 9,905,775 114,300 584,940 18,360,979

流山おおたかの森 908,541 2,466,000 2,544,063 920,010 8,485,273 9,792,011 1,541,010 6,015,138 17,890,339

柏の葉キャンパス 179,779 1,451,321 1,436,997 179,357 6,927,814 8,167,958 230,340 2,762,880 13,416,211

柏たなか 24,899 227,334 230,041 26,822 5,656,272 6,910,318 69,000 778,802 10,883,671

守谷 264,738 1,980,694 2,573,174 234,353 5,453,837 6,707,099 512,822 5,223,329 10,173,869

みらい平 61,390 318,940 352,544 54,333 3,737,881 4,368,278 123,930 792,360 5,463,362

みどりの 71,336 321,118 384,652 68,686 3,480,331 4,070,067 69,810 533,250 4,794,932

万博記念公園 52,660 217,722 281,155 46,307 3,230,549 3,754,101 45,120 423,180 4,331,492

研究学園 169,714 807,972 865,326 184,224 3,065,487 3,519,253 65,850 829,200 3,953,432

つくば 2,427,229 2,838,151 2,427,229 2,838,151 3,190,082 3,190,082

つくばエクスプレス
定期外 定期

下り 上り 通過 下り
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出典：国土数値情報

つくば駅

研究学園駅

万博記念公園駅

みどりの駅

みらい平駅

守谷駅

牛久駅

ひたち野うしく駅

荒川沖駅

土浦駅

４）駅別乗降客数（１日平均）
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• 関東鉄道株式会社、関鉄パープルバス、JR バス関東の３社で合計36 路線が運行
• １日当たり約1.5 万人が利用（つくば市に乗り入れる路線のみ）
• 特に朝夕の通勤・通学目的での利用が多い

路線バスの路線図

５）路線バス利用者数

出典：つくば市地域公共交通網形成計画

出典：つくば市地域公共交通網形成計画

時間帯別利用者数（路線バス）

路線名
運行数

（本/日）

筑波大学中央 ⇔ 土浦駅 95

筑波大学循環線 91

つくばセンター ⇔ ひたち野うしく駅 91

つくばセンター ⇔ 荒川沖駅 71

森の里 ⇔ 牛久駅 61

桜ヶ丘団地 ⇔ 牛久駅 58

谷田部車庫 ⇔ 牛久駅 44

谷田部車庫 ⇔ 取手駅西口 39

松代循環 35

みどりの駅 ⇔ 牛久駅 34

筑波山口 ⇔ 土浦駅 32

学園南循環線 31
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• バス停の利用状況は、筑波駅やJR常磐線の各駅、筑波大学周辺を中心に、多頻度で運行されて
いる区間で利用者数が多くなっています。

• また、市の北部地域である筑波地区や大穂地区と比較すると、南部地域の谷田部地区、茎崎地区
の路線バスの利用が多いことが分かります。

６）路線バス 停留所別利用者人数

停留所別利用者数（路線バス）

出典：「つくば市地域公共交通網形成計画」、
「関東鉄道（株）から提供された資料」をもとに作成
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311,168 330,125 337,321 356,530 371,592 381,174 

43,300 57,007 67,658 75,981 84,765 91,068 
51,050 

58,421 64,540 
76,182 81,723 82,579 

53,404 
71,449 77,493 
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105,193 116,032 
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171,528 
183,802 
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211,647 
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39,257 

56,001 
75,756 

85,654 
98,917 

44,370 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016

北部シャトル 小田シャトル 作岡シャトル
吉沼シャトル 南部シャトル 谷田部シャトル
自由ヶ丘シャトル

1,004,662953,837

888,032
806,570

744,531

619,442

つくバス利用者数の推移

７）つくバス利用者数

• つくばエクスプレスの市内４駅と各地域の核となる拠点を結ぶ、 ６路線７コースが運行
• 改編後の2011年度の61.9万人から、 2013年度には80万人、2015年度には95万人まで増加

つくバスの路線図と運行状況

路線名 運行数
（本/日）

北部シャトル 64

小田シャトル 50

作岡シャトル 34

吉沼シャトル 46

南部シャトル 64

谷田部シャトル 46

自由ヶ丘シャトル 30

出典：都市計画部総合交通政策課（H28実績）

出典：都市計画部総合交通政策課（H28実績）

※ 2015年度までは、谷田部と自由ヶ丘の合計
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出典：つくば市地域公共交通網形成計画

８）つくバス 停留所別利用者数

• 路線バスは市の南部地域での利用が多くなっていましたが、つくバスは北部地域である筑波地区
や大穂地区等の路線バスの運行頻度の低い地域での利用が多くなっています。

停留所別利用者数（つくバス）
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出典：H29年7月総合交通政策課 「まちづくり」「つくバス・つくタク」地区別懇談会資料

９）路線バス・つくバス 利用状況

出典：H29年7月総合交通政策課 「まちづくり」「つくバス・つくタク」地区別懇談会資料

路線バス・つくバスの停留所と停留所別乗降者数

時間帯別バス乗車人員
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出典：つくば市地域公共交通網形成計画

• 路線バスとつくバスのどちらか一方でも利用可能な地域は，市の面積に対してバス停から300ｍ
の場合は26.1％，500ｍの場合は46.2％となっています。

• また，バスを利用可能な地域にお住まいの方は，バス停から300ｍで55.8％（65歳以上では
43.2％），500ｍで76.7％（65 歳以上では65.5％）となっています。

バス利用可能面積とバス利用可能人口

10）バス利用可能面積と人口
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11）バスルート（民間バス）

出典：国土数値情報
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12）バスルート別運行頻度（民間バス）

出典：国土数値情報
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つくタク利用者数の推移

13）つくタク利用者数

• つくタク（予約制の乗合タクシー）は、市内５地区の同一地区内や、市内各地からつくば駅や研
究学園駅周辺に設置されている７か所の「共通ポイント」間で利用

• 2011年度の3.4万人から 2014年度には約5万人まで利用者が増加

つくタクマップと運行状況

出典：つくば市地域公共交通網形成計画

出典：都市計画部総合交通政策課（H28実績）

出典：都市計画部総合交通政策課（H28実績）
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14）つくバス・つくタクの収支状況

• 平成28年度のつくバスの運行に要した経費のうち、約46％が運賃収入でまかなわれ、54％が市
の負担となっている。

• 平成28年度のつくタクの運行に要した経費のうち、約７％が運賃収入でまかなわれ、約93％が
市の負担となっている。市の負担が大きく占めている。

つくバス-平成28年度運行に要した経費- つくタク-平成28年度運行に要した経費-

出典：H29年7月総合交通政策課 「まちづくり」「つくバス・つくタク」地区別懇談会資料
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15）自転車ネットワーク

出典：つくば市自転車安全利用促進計画 アクションプラン（平成27年４月）

自転車走行空間ネットワーク路線・エリア図
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つくば中央

桜土浦

つくば牛久
谷田部

(仮称)つくば
スマートIC

１）都市計画道路

出典：2016（平成28）年度都市計画基礎調査
茨城県／つくばエクスプレス沿線のまちづくり～土地利用計画の概要～
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２）都市計画道路（幅員別）

出典：2016（平成28）年度都市計画基礎調査
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出典：つくば市都市計画マスタープラン2015

３）都市公園現況図
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４）研究学園地区の都市基盤施設
• 研究学園地区は、幅員が広く緑地帯が確保された幹線道路や緑豊かなペデストリアンデッキ、公

園など特徴的な都市基盤施設が数多く存在しています。
• 都市基盤施設の多くが建設されてから約30年が経過しており、老朽化している箇所も見られま

す。
• 一部のペデストリアンデッキや公園のリニューアル等に着手しているものの、同時期に老朽化が

進行しており、都市環境の悪化を招く恐れがあります。

研究学園地区の特徴的な都市基盤施設

出典：研究学園地区まちづくりビジョン
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５）水道事業整備計画図

出典：「生活環境部水道工務課提供資料」をもとに作成
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６）下水道整備計画図

出典：「生活環境部下水道整備課提供資料」をもとに作成
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